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大
曽
根
議
員 

原
子
力
規
制
委
員
会

が
再
稼
動
の
た
め
の
「
安
全
対
策
」
が

新
規
制
基
準
に
適
合
し
て
い
る
と
、
審

査
書
案
を
了
承
し
た
こ
と
に
怒
り
の
声

が
上
が
っ
て
い
ま
す
。 

 

「
福
島
第
一
原
発
事
故
は
収
束
し
て

い
な
い
。
検
証
も
終
っ
て
い
な
い
。
福

島
第
一
原
発
と
同
型
で
、
３
・
11
で
被

災
し
、
稼
動
40
年
の
老
朽
炉
の
東
海
第

二
原
発
は
動
か
す
べ
き
で
な
い
」 

 

「
防
潮
堤
に
つ
い
て
、
審
査
の
過
程
で

液
状
化
が
指
摘
さ
れ
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ

ー
ト
防
潮
堤
に
な
っ
た
。
液
状
化
が
懸

念
さ
れ
る
地
盤
に
原
発
は
立
地
す
べ
き

で
な
い
」 

 

「
新
規
制
基
準
で
難
燃
性
ケ
ー
ブ
ル 

                

を
義
務
付
け
て
い

る
の
に
、
非
難
燃

性
ケ
ー
ブ
ル
に
防

火
シ
ー
ト
を
巻
く

こ
と
で
同
等
の
機 

能
が
得
ら
れ
る
と
了
承
し
た
こ
と
は
納

得
で
き
な
い
」 

 

「
再
稼
動
さ
せ
る
た
め
の
１
、
７
４

０
億
円
の
安
全
対
策
費
を
銀
行
か
ら
借

り
る
こ
と
が
で
き
ず
、
東
京
電
力
が
資

金
を
出
す
こ
と
に
な
っ
た
。
巨
額
の
公

的
資
金
が
注
入
さ
れ
て
い
る
東
電
が
、

他
社
の
原
発
を
支
援
す
る
こ
と
は
許
さ

れ
な
い
」
な
ど
た
く
さ
ん
の
声
が
あ
げ

ら
れ
て
い
る
。 

 

市
長
は
今
回
の
規
制
委
員
会
の
審
査

書
案
了
承
を
ど
の
よ
う
に
受
け
止
め
て

い
る
の
か
お
聞
き
し
た
い
。 

 

梶
山
副
市
長
「
再
稼
動
に
当
た
っ
て

は
、
今
後
パ
ブ
コ
メ
を
踏
ま
え
た
審
査

書
の
許
可
、
そ
の
他
に
工
事
計
画
認
可
、

保
安
規
定
変
更
認
可
、
運
転
期
間
延
長

許
可
を
得
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
ら
の

審
査
が
継
続
し
て
い
る
。
引
き
続
き
審

査
の
推
移
、
対
応
を
見
守
っ
て
い
く
」 

 

大
曽
根
議
員
「
北
海
道
で
の
震
度
７

の
地
震
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
日
本
は

地
震
災
害
大
国
で
す
。
水
戸
市
で
震
度

６
以
上
の
地
震
発
生
確
率
が
30
年
以

内
で
81
％
と
公
表
さ
れ
て
い
る
。
日
本

共
産
党
は
大
き
く
広
が
っ
て
い
る
脱
原

発
の
運
動
に
連
携
し
東
海
第
二
原
発
再

稼
働
・
運
転
延
長
を
阻
止
す
る
た
め
、

全
力
を
尽
く
し
ま
す
」 

  

小
中
学
校
に
エ
ア
コ
ン
整

備
を
来
年
夏
ま
で
に
実
施 

   

小
林
議
員 

全
国
的
に
学
校
で
の
熱

中
症
発
症
は
絶
え
ま
せ
ん
。
校
外
学
習

か
ら
帰
っ
て
き
た
小
学
１
年
生
が
熱
中

症
で
死
亡
す
る
事
故
が
お
き
ま
し
た
。

熱
中
症
対
策
に
つ
い
て
市
の
取
組
み
を

質
問
。
ま
た
、
校
舎
建
替
時
に
普
通
教

室
の
エ
ア
コ
ン
整
備
を
し
て
い
ま
す

が
、
学
習
環
境
に
格
差
が
生
じ
て
い
る

と
し
て
、
早
急
に
、
す
べ
て
の
学
校
に

整
備
す
る
こ
と
を
質
問
し
ま
し
た
。 

 
教
育
部
長
「
熱
中
症
予
防
の
た
め
、

６
月
～
９
月
、
暑
さ
指
数
を
毎
日
各
校

に
発
信
、
注
意
喚
起
の
文
書
を
13
回
出

し
、
学
校
で
は
保
健
室
に
保
冷
剤
等
常

備
し
た
り
対
処
に
つ
い
て
全
職
員
で
確

認
す
る
な
ど
し
ま
し
た
。
学
校
の
エ
ア

コ
ン
設
置
状
況
は
、
市
内
小
・
中
・
特

別
支
援
学
校
41
校
す
べ
て
の
職
員
室
、

保
健
室
、
パ
ソ
コ
ン
室
に
は
整
備
さ
れ

て
お
り
、
普
通
教
室
は
８
校
（
26
・

２
％
）
で
す
。
学
校
間
格
差
の
解
消
を

図
る
と
と
も
に
健
康
を
守
る
た
め
に 

も
、
来
年
の
夏

ま
で
に
、
全
て

の
普
通
教
室
に

エ
ア
コ
ン
を
設

置
で
き
る
よ
う

進
め
ま
す
」 

 
====================== 

 
 

請
願
・
陳
情  

 

東
海
第
二
原
子
力
発
電
所
の

20
年
延
長
・
再
稼
働
に
関
す

る
陳
情 

 
 

22

 

 

40

20

 

              

 

  

こ
の
陳
情
は
議
会
最
終
日
に
採
決
さ

れ
ま
し
た
。
陳
情
に
賛
成
は
日
本
共
産

党
の
２
名
。
他
に
２
名
の
４
名
で
し
た
。

反
対
多
数
で
不
採
択
に
な
り
ま
し
た
。 

 

６
月
に
水
戸
市
議
会
が
、
９
月
に
は

常
陸
大
宮
市
議
会
が
同
趣
旨
の
請
願
を

採
択
し
て
い
ま
す
。 

 

茨
城
県
内
で
は
28
の
市
町
村
議
会

で
、
再
稼
動
や
運
転
延
長
反
対
、
廃
炉

を
求
め
る
意
見
書
が
可
決
し
て
い
ま

す
。 

 

教
職
員
定
数
改
善
と
義
務
教

育
費
国
庫
負
担
制
度
堅
持
の

た
め
の
政
府
予
算
に
係
る
意

見
書
採
択
を
求
め
る
請
願 

  
 

 

全
員
賛
成
で
採
択
さ
れ
ま
し
た
。 

 

日立市議会９月定例会 

東
海
第
二
原
発
、 

住
民
の
安
全
置
き
去
り 

審
査
書
案
了
承
に
怒
り
の
声 
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大
曽
根
議
員
の
一
般
質
問 

 

  

日
立
市
の
障
害
者
雇
用
率
は
、

２
・

57
％
。
水
増
し
無
し 

   

障
害
者
雇
用
制
度
で
、
国
の
多
く
の

中
央
官
庁
と
一
部
の
地
方
自
治
体
で
障

害
者
雇
用
率
を
水
増
し
偽
装
し
て
い
た

こ
と
が
明
る
み
に
な
り
、
国
民
の
怒
り

を
呼
ん
で
い
ま
す
。 

 

日
立
市
で
は
法
定
雇
用
率
２
・
５
％

に
対
し
２
・
57
％
に
な
っ
て
い
ま
す

が
、
実
態
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。 

 

総
務
部
長
「
障
害
の
あ
る
職
員
は
19

人
。
う
ち
10
人
は
重
度
に
該
当
し
法
令

に
基
づ
き
２
人
分
と
カ
ウ
ン
ト
し
ま
し

た
。
す
べ
て
手
帳
で
確
認
し
て
い
ま
す
」 

  

障
害
者
就
労
支
援 

工
賃
の
向
上
・
作
業
量
の
確
保 

   

市
内
の
障
害
者
就
労
支
援
事
業
所
の

状
況
に
つ
い
て
質た

だ

し
ま
し
た
。 

 

保
健
福
祉
部
長
「
雇
用
契
約
を
結
ぶ

Ａ
型
事
業
所
６
箇
所
、
福
祉
的
作
業
を

行
う
Ｂ
型
事
業
所
が
19
箇
所
あ
り
、
身

体
、
知
的
、
精
神
に
障
害
が
あ
る
４
１

８
人
が
利
用
し
て
い
ま
す
。
工
賃
は
Ａ

型
は
一
人
当
た
り
月
額
平
均
で
約
６
万

６
千
円
。
Ｂ
型
は
約
１
万
円
に
な
っ
て

い
ま
す
。「
以
前
と
比
べ
、
企
業
か
ら
の

下
請
け
仕
事
が
減
少
し
て
い
る
」
と
の

声
も
聞
か
れ
ま
す
。
仕
事
量
の
確
保
や

工
賃
の
向
上
に
つ
な
が
る
よ
う
、
共
同

で
仕
事
を
受
注
す
る
仕
組
み
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
」 

  

後
期
高
齢
者
医
療
制
度 

健
診
事
業
の
充
実
を 

   

新
し
く
75
歳
に
な
っ
た
方
か
ら
、
毎

年
怒
り
の
声
が
届
き
ま
す
。
そ
れ
は
健

康
診
査
項
目
で
、
貧
血
、
心
電
図
、
眼

底
、
ク
レ
ア
チ
ニ
ン
検
査
が
外
さ
れ
る

こ
と
で
す
。
希
望
す
る
と
１
、
９
５
０

円
の
自
己
負
担
に
な
り
ま
す
。
費
用
は

市
で
持
つ
べ
き
と
考
え
ま
す
。 

 

保
健
福
祉
部
長
「
茨
城
県
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
に
働
き
か
け
ま
す
」 

  

ひ
た
ち
Ｂ
Ｒ
Ｔ 

想
定
利
用
者
２
４
０
０
人
は 

ク
リ
ア
で
き
ま
し
た
か 

   

今
年
３
月
か
ら
お
さ
か
な
セ
ン
タ
ー

か
ら
常
陸
多
賀
駅
ま
で
一
部
暫
定
で
は

あ
り
ま
す
が
通
し
運
転
に
な
り
ま
し

た
。
第
二
期
区
間
の
整
備
費
は
約
50
億

円
、
バ
ス
10
台
で
往
復
70
便
。
想
定

し
て
い
た
利
用
者
２
、
４
０
０
人
は
ク

リ
ア
さ
れ
た
の
で
し
ょ
う
か
。
常
陸
多

賀
駅
か
ら
日
立
駅
ま
で
の
第
三
期
区
間

の
整
備
に
つ
い
て
は
、
費
用
対
効
果
を

き
ち
ん
と
検
証
す
べ
き
で
す
。 

 

都
市
建
設
部
長
「
本
年
７
月
の
平
日

平
均
で
約
１
、
３
０
０
人
で
す
。
第
３

期
区
間
に
つ
い
て
は
、
様
々
な
視
点
か 

ら
最
適
な
ル
ー

ト
を
検
討
し
て

い
き
ま
す
」 

------------------------ 
  

小
林
議
員
の
一
般
質
問 

 

 

  

保
育
の
待
機
児
童
解
消
を 

   

来
年
10
月
、
消
費
税
10
％
と
同
時

に
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
が
さ
れ

よ
う
と
し
て
お
り
、
入
園
希
望
者
が
増

え
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。 

 

待
機
児
童
解
消
、
保
育
士
確
保
等
を

質
問
し
ま
し
た
。 

 

保
健
福
祉
部
長
「
４
月
は
待
機
児
童

０
で
ス
タ
ー
ト
で
き
ま
し
た
が
９
月
現

在
16
人
、
保
留
94
人
で
す
。
保
育
定

員
は
計
画
的
に
確
保
し
て
お
り
、
昨
年

度
は
計
画
を
見
直
し
定
数
増
を
し
ま
し

た
。
今
後
、
適
切
に
対
応
し
ま
す
」 

 

市
の
責
任
で
認
可
園
を
新
設
し
待
機

児
童
解
消
を
要
望
し
ま
し
た
。 

 
======================= 

三
議
案
に
対
す
る 

 
 

反 

対 

討 

論 
 

 
 

財
産
の
交
換
・

譲
与
・

無
償

貸
付
等
条
例
の
一
部
改
正
に

つ
い
て 

 
 

● 

貸
付
は
時
価
で
貸
付
す
べ
き 

 

普
通
財
産
（
土
地
な
ど
）
を
産
業
の

振
興
な
ど
に
資
す
る
事
業
な
ど
に
貸
し

付
け
る
場
合
、
時
価
よ
り
も
低
い
価
格

で
貸
し
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る

も
の
で
す
。 

 

普
通
財
産
は
市
民
の
財
産
で
も
あ
り

ま
す
。
福
祉
事
業
な
ら
と
も
か
く
、
産

業
の
振
興
に
資
す
る
事
業
に
は
、
こ
れ

ま
で
ど
お
り
時
価
で
貸
し
付
け
る
こ
と

が
妥
当
で
す
。
条
例
の
改
正
は
必
要
な

い
と
考
え
ま
す
。 

 
 

家
庭
的
保
育
事
業
に
関
す
る

条
例
の
改
正 

 
 

● 

待
機
児
童
解
消
に
な
ら
な
い 

 

主
な
改
正
点
は
、
家
庭
的
保
育
事
業

者
が
確
保
す
べ
き
代
替
保
育
を
行
う
施

設
は
、
こ
れ
ま
で
認
可
保
育
園
と
定
め

ら
れ
て
き
た
。
そ
れ
を
省
令
で
小
規
模

保
育
事
業
Ａ
型
を
加
え
る
も
の
で
す
。 

 

待
機
児
童
解
消
は
こ
う
し
た
小
手
先

の
規
制
緩
和
で
は
解
消
さ
れ
ま
せ
ん
。

保
育
士
の
抜
本
的
な
処
遇
改
善
と
認
可

保
育
園
の
新
増
設
こ
そ
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。 

 
 

平
成

29
年
度
決
算
の
認
定

に
つ
い
て 

 
 

● 

安
倍
政
権
の
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
は

大
企
業
や
富
裕
層
が
儲
か
れ
ば
、
国
民

全
体
の
生
活
が
よ
く
な
る
と
い
っ
て
、

減
税
等
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
一

方
で
国
民
に
は
消
費
税
の
増
税
、
介
護

医
療
の
連
続
改
悪
で
負
担
を
押
し
付
け

て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
格
差
と
貧
困

が
拡
大
し
ま
し
た
。 

 
地
方
自
治
体
は
国
の
悪
政
か
ら
市
民

の
暮
ら
し
を
守
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。 

● 

過
度
な
積
み
立
て
や
め
、
く
ら
し 

応

援
の
充
実
を 

 

平
成
29
年
度
決
算
額
は
歳
入
７
５

６
億
３
千
万
円
。
歳
出
は
７
０
２
億
２

千
万
円
。
歳
入
歳
出
と
も
大
型
事
業
の

進
捗
で
前
年
度
比
大
幅
に
減
額
。
子
育

て
施
策
な
ど
評
価
で
き
る
面
は
あ
り
ま

す
が
、
実
質
収
支
は
前
年
度
比
13
億
円

増
で
41
億
に
も
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

積
立
金
21
億
７
千
万
円
で
、
財
政
調

整
基
金
、
減
債
基
金
、
特
定
名
目
基
金

の
総
額
は
、
２
５
４
億
円
に
達
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
だ
け
多
額
の
基
金
は
必
要

な
い
と
考
え
ま
す
。 

 

市
民
生
活
に
必
要
な
予
算
を
抑
制
し

て
過
度
な
基
金
積
み
立
て
を
す
る
財
政

運
営
は
改
め
る
べ
き
で
す
。 

● 

中
小
企
業
・
業
者
に
仕
事
を
ま
わ
す 

 

投
資
的
経
費
は
昨
年
度
比
75
億
円

減
の
１
３
０
億
円
で
す
。
一
千
万
円
以

上
の
工
事
請
負
契
約
は
95
件
で
総
額

83
億
円
で
す
。
そ
の
な
か
で
一
億
五
千

万
円
以
上
の
大
型
事
業
は
８
件
で
42

億
円
、
契
約
金
額
で
51
％
を
占
め
大
型

事
業
に
偏
重
し
て
い
ま
す
。 

 

地
域
経
済
を
担
っ
て
い
る
中
小
企

業
・
業
者
は
厳
し
い
状
況
に
置
か
れ
て

い
ま
す
。
中
小
企
業
な
ど
に
仕
事
が
回

れ
ば
、
雇
用
が
増
え
、
地
域
経
済
が
活

性
化
し
ま
す
。
分
割
発
注
な
ど
知
恵
を

使
い
、
強
化
す
べ
き
で
す
。 

● 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
反
対 

 

こ
の
制
度
は
巨
額
の
税
金
投
入
で
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
目
的
は
徴
税
強

化
や
社
会
保
障
給
付
の
抑
制
で
あ
り
、

制
度
の
中
止
廃
止
を
求
め
ま
す
。 

● 

第
３
ふ
頭
地
区
整
備
は
税
金
の
無

駄
づ
か
い 

 

日
立
港
区
第
３
ふ
頭
地
区
整
備
事
業

は
、
本
来
茨
城
県
が
行
う
も
の
で
あ
り
、

港
湾
条
例
を
持
た
な
い
日
立
市
が
整
備

す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。 

● 

滞
納
者
に
寄
り
添
う
徴
税
を 

 

徴
収
事
務
経
費
の
う
ち
茨
城
租
税
債

権
機
構
負
担
金
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で

格
差
と
貧
困
が
拡
大
し
、
滞
納
者
が
増

え
て
い
ま
す
。 

 

地
方
税
法
15
条
の
７
は
、
滞
納
処
分

で
生
活
を
著
し
く
窮
迫
さ
せ
る
場
合

は
、
滞
納
処
分
の
執
行
を
停
止
で
き
る

と
定
め
て
い
ま
す
。
徴
税
は
こ
れ
を
踏

ま
え
て
対
応
す
べ
き
で
す
。 

● 

高
す
ぎ
る
国
保
料
の
引
き
下
げ
を 

 

歳
入
歳
出
の
実
質
収
支
は
４
億
７
千

万
円
。
高
す
ぎ
る
国
保
料
に
対
し
、
国

庫
負
担
の
増
額
を
求
め
、
他
市
町
村
が

行
っ
て
い
る
法
定
外
繰
り
入
れ
を
行
い

国
保
料
を
下
げ
る
。
低
所
得
者
の
資
格

証
明
書
発
行
は
止
め
る
べ
き
で
す
。 

● 

介
護
利
用
者
の
負
担
増
に
反
対 

 

政
府
に
よ
る
「
社
会
保
障
と
税
の
一

体
改
革
」
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
29

年
８
月
か
ら
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の

月
額
負
担
上
限
額
を
３
７
、
２
０
０
円

か
ら
４
４
、
４
０
０
円
に
引
き
上
げ
ま

し
た
。
介
護
が
必
要
な
人
が
安
心
し
て

必
要
な
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う

に
す
べ
き
で
す
。 

● 

保
険
料
の
軽
減
特
例
廃
止
に
反
対 

 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
導
入
さ
れ

て
10
年
に
な
り
ま
す
。
年
金
収
入
の
平

均
が
年
額
１
２
７
万
円
。
基
礎
年
金
満

額
の
80
万
円
以
下
の
方
は
４
割
を
占

め
、
半
数
は
月
５
万
円
以
下
で
暮
ら
し

て
い
ま
す
。 

 

政
府
は
29
年
度
か
ら
保
険
料
軽
減

特
例
を
段
階
的
に
廃
止
し
ま
す
。 

 

最
も
医
療
を
必
要
と
す
る
高
齢
者
・

障
害
者
に
医
療
差
別
す
る
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
に
反
対
し
ま
す
。 


